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平成１８年度公立大学法人横浜市立大学の年度計画における業務の実績報告書                       

年度計画 （項目） 説   明 自己評価 理  由（＊） 特記事項 

Ⅰ 大学の運営に関する目標を達成するための取組 

 

 本学は「教育重視」「学生中心」「地域貢献」という基本方針

のもとに、大学が自主自立的に運営され、さらに教育・研究が

活発に進められることを目指している。 

 「大学の運営に関する目標を達成するための取組」では、教

育、研究、学生支援という大学運営の最も根幹的な業務にか

かわる目標を定めている。本学の教育・研究活動の成果を地

域へ還元する「地域貢献」も、市が有する大学としての使命で

あるとの認識のもとに、下記の項目をはじめとした取組を推進

した。 

 18 年度は、17 年度の実績をベースとして、教育・研究のさら

なる充実に取り組むとともに、17 年度実績に対する指摘事項

の改善を図るべく取り組んだ。

Ｂ 

 年度計画を概ね順調に実施し

た。 

 

大項目 

Ａ  Ｂ Ｃ Ｄ 計 

26 115 14 0 155 
 

１．教育の成果に関する目標を達成するための取組 

 

（１）学部教育の成果に関する目標を達成するための

具体的方策 

   【教育の成果】 

   【教育の成果・効果の検証】 

   【卒業後の進路】 

 

 

【国際総合科学部】国際総合科学部では、学部長、コース

長が中心となり、学部の教育理念・目的の浸透に努めた。

学生に対しては、日常的な指導と同時に、コース選択時の

オリエンテーションなど学年進行に合わせた学習指導を

実施した。また、教務委員会の設置によりコース運営機能

を充実させ、コース変更やゼミ変更に対応した。TAの適切

配置と並行講義の増設、コース・ゼミの学生数に応じた教

室の配分や整備など、教育の成果を高めるための様々な取

組みを実施した。各コースの理念を反映した改善改革計画

書については作成・公表に至らなかったが、その前提とな

る国際的視野を有する人材育成等の学部の理念を実現す

る教育体制の確立と、学内外への広報活動に力を注いだた

め、社会における学部の理念の認知度は高まった。このこ

とは、受験生の英語得点の上昇にも表れている。高大連携

に関しては、横浜市教育委員会及び市内大学と協定を締結

し、本学教員や院生による出張授業など、横浜市立高校と

大学相互の教育の充実を図るための多様な連携を進め 
計画以上の成果をあげた。 

Ｂ 

 年度計画を概ね順調に実施し

た。 

 

 

中項目 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 計 

１2 ３2 ５  ０ ４9 

 

《法人評価委員会の指摘事項》 

・学生のメンタルヘルスについて 

 学生相談室のカウンセラーを

２名に増員してカウンセリング

体制の充実を図った。 

学生の相談体制（メンタルヘル

ス相談を含む）については、教員

との連携体制の素案を作成し、19

年度より具体的な検討を進める

準備を整えた。 

 

１ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）大学院教育の成果に関する目標を達成するための

具体的方策 

    【教育の成果】 

    【教育の成果･効果の検証】 

  【修了後の進路等】 

【医学部】医学科では 17 年度から引き続きクリニカルク

ラークシップを実施できるよう、検索エンジンを導入して

オンラインで最新情報に接することが出来る学習環境を

整えるなどハード面の環境整備を整えた。あわせて教員が

クリニカルクラークシップ指導者研修ワークショップに

参加してその成果を全員で共有する、また教員だけでなく

学生向けにも説明会を開催し、理解を深めるための取組を

進めソフトの面からの環境整備に取り組んだ。 
また本学の取組が文部科学省の 18 年度「現代的教育ニ

ーズ取組支援プログラム（現代ＧＰ）」に選定された。こ

のプログラムは、医学科と看護学科の学生が連携して地域

の小中学生を対象に、医学や看護に関する講義や実習を行

う「地域の子ども健康プロジェクト」という取組であり、

実際に市内小学校を訪問、生徒や地域のキッズクラブの児

童を対象に健康生活キャンプなどを実施した。 
さらに学生対象の初期研修説明会では地域での研修を

促し、地域への定着と地域医療の重要性について意識付け

を行った。これらの取組を通じて、地域貢献の意義につい

ても認識を高めるように努めた。 
 

【国際総合科学研究科】大学院の役割である研究者や高度

専門職業人養成など大学院教育のあり方については、全学

的視点から検討するため大学院改革プロジェクトを立ち

上げ、その成果を報告書にまとめ、発表した。新たな研究

科構想のひとつとして、理系では海外ネットワークの構築

に向けた取組、融合系では 17 年度に研究や人材育成に関

する連携協定を締結した独立行政法人国際協力機構

(JICA)との連携について具体的な検討を始めた。 

Ｂ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 



 理系では、17年度に締結した独立行政法人海洋研究開発機

構(JAMSTEC)及び独立行政法人物質・材料研究機構(NIMS)

との連携大学院協定に基づき、JAMSTECより 3 名、NIMSよ

り4名の研究者を招聘し、研究指導等に携わっていただく

ことにより、本研究科の目指す実践的かつ高度な専門教育

を実施する準備を行った。生命科学分野においては、理化

学研究所等との連携による新研究科を想定した研究内容

が、グローバルCOEのヒアリング対象に選ばれるなど、外

部研究機関との連携体制の強化が新たな教育分野の開拓

に結びついた。教育目標の一つである研究成果の国際学術

誌への発表は、博士後期課程においては学位取得の条件と

して規定したものの、前期課程では2年の修学期間という

制約がある上、半数以上の学生が就職活動に時間を割かざ

るを得ず、実現には困難が伴うことが判明した。この点に

関しては19年度において検討する。 

 

【医学研究科】医学研究科においては、高度専門職業人に

向けた新たなコースとして、19 年度から「臨床薬学コー

ス」、「医療安全・経営管理学コース」、「医工連携コース」

の 3 つのコースを設置した。さらに学生定員も増員するな

ど、計画以上の取組を行った。博士課程では医師の卒後研

修の一環と位置付け、附属 2 病院の後期研修制度との乗り

入れを可能とする「長期履修制度」を新設した。また、文

部科学省の「魅力ある大学院教育」イニシアティブ事業に

採択された「治験推進リーダー養成プログラム」において

は、36 人のフェローを採用するなどプログラムを推進し

た。  
 医学研究科では、年度計画以上に取り組み成果を出した

取組があった一方で、学生の進路データの収集体制の確立

については、組織的な体制を構築するところまで到達でき

なかった。 
 

Ｂ 

  

３ 



２．教育内容等に関する目標を達成するための取組 

（１）学部教育の内容等に関する目標を達成するための

具体的方策 

 【入学者受入方針】 

 【教育課程】 

 【教育方法】 

【成績評価】 

 

  

 

 本学が目指すのは、共通教養をベースとしたカリキュラ

ムによる「実践的な教養」を身につけた人材の育成である。 
 その本学の特長を世間に広くアピールするための取組

を新たに行った。 
 入試広報活動の一環として、在校生もボランティアとし

て参加するオープンキャンパスの開催や、市との共催によ

る大学紹介イベントへの参加、各種大学説明会や入学相談

会、高校訪問の実施など、多様な機会をとらえて本学への

理解を促す活動を展開した。その結果、入試関連のガイダ

ンスへの参加回数は 17 年度の 31 回から 61 回へ、大学概

要の説明及び進路指導担当者との懇談を伴う高校訪問数

は 14 校から 36 校へ、本学主催による行事の回数は 8 回か

ら 11 回へとそれぞれ増加した。しかし、一般入試につい

ては、全国的な国公立大学の志願者減という傾向の中、医

学科を除く全ての学系、学科において入試倍率が前年度を

下回った。AO 入試については、前年度を上回る結果を得

ている。 
 入試では、看護学科の 3 年次編入試験を実施し、137 人

の志願者の中から 29 人を合格とした。入学者アンケート

において志願動機の分析を行い、入試の改善・改革計画を

作成した。 
 医学部看護学科の推薦入試については、具体的な検討に

は至らず、21 年度入試における実施の有無については、19
年度に検討することとした。入試結果の分析・評価につい

ても、その基礎となるデータベースの構築が、組織・人材

面の制約から実施できず、次年度以降の入試、広報に向け

た課題の抽出までは着手できなかった。 

Ｂ 

学部教育の内容充実を図る

取組については、年度計画を

概ね順調に実施した。 

入試対策については、種々

の大学・入試説明に関するイベ

ント開催数を昨年度より増加さ

せ、20 年度の志願者へ向けた

大学・学部案内のリーフレット制

作に取りかかるなど、受験生獲

得に向けた取組を進めた。 

しかし、18 年度は入試広報活

動を組織的に行うことはできず、

入試広報の方針の徹底や戦略

に基づく活動の展開という面で

課題を残した。18 年度に立ち上

げた大学案内編集委員会を広

報委員会に移行させ、19 年度

は入試実務とともに広報活動を

体系的に展開していきたい。 

また、日常業務を通じて入試

の安全かつ確実な実施に努め

てきたが、18 年度において 2 件

の入試過誤が発生した。この件

に関しては、再発防止に向けた

検討を学内で行い、対策を講じ

ている。 

 

Ａ Ｂ Ｃ  Ｄ 計 

10 50 7  0 ６7 

 

 

 

入試倍率 

【一般入試】 

学

部

学系 

学科 

17 年

度 

18 年

度 

国際教

養学系
3.2 2.8 

経営科

学系 
2.7 1.8 

理学系 3.5 1.6 

国
際
総
合
科
学
部 

文系理

系共通
2.3 1.4 

医学科 3.4 3.4 
医
学
部 

看護学

科 
3.8 3.0 

 

【ＡＯ入試】 

学

部
募集区分

17 年

度 

18 年

度 

文系 1.9 1.9 
国

際

総

合
理系 1.7 2.0 

 

 

 

４ 



 【国際総合科学部】教育内容の一層の充実を図るため、授

業支援マニュアルの改良、共通教養におけるカリキュラム

の見直し、アンケートの活用による授業内容改善や、コー

ス会議の活用による日常的なFD の実施など、学部全体と

して様々な組織的・体系的な取組みを実施した。各教科に

おいても、改善計画書の作成や面接の実施など FD 支援と

関連して「教員評価制度」の内容や枠組みをまとめ、実施

のため準備作業を進めた。 
また、職員が学部主要会議へ参加するようになり、教職

員間の連携と情報共有が進んだ。履修科目を３クラスター

に体系的に区分する学部教育課程の構造化を図った。

Practical Englishについては、約7割の学生がTOEFL500
点をクリアしたが、学生への支援体制を強化するため、デ

ィレクターや専任インストラクターを公募するなど、

Practical English Centerの19年度設置に向けた準備を整

えた。講義の企画立案や実施の責任体制の整備により、プ

ログラムの充実を図り、年度計画を順調に進めた。 
 

【医学部】医学科においては、共用試験や学内統合試験な

どの結果を勘案してカリキュラムの評価・検討を行うとと

もに、教員・学生・職員が参加するＦＤを実施するなど全

体で教育内容の充実に向けて取組を実施した。これらの取

組が、17 年度に引き続き医師国家試験の高い合格率に反映

されており、18 年度においても 96.7％と高い水準を維持

し、全国 7 位、公立大学においては 1 位という好成績を修

めた。 
看護学科においても、ＦＤに積極的に取り組むととも

に、模擬試験の結果を検討し重点的指導を行った。その結

果、看護師国家試験について昨年度より合格率が上昇し、

99.1％という好成績を修めた。 

 
 

Ｂ 

 《法人評価委員会の指摘事項》 

・学業成績のより適切な評価方法

について 

 GPA を導入するにあたっては、 

各授業の質を保証することが必要 

条件であると判断し、教育環境を 

整備するため FD、SD に優先的に 

取り組んだ結果、GPA の導入には 

至らなかった。 

 

・教育体制の構築について 

履修科目を３クラスターに体系

的に区分する学部教育課程の構

造化を実践した。 

また、学部の主要な教育理念で

ある国際的視野を有する人材育成

を実践すべく、TOEFL500 のクリア

を３年次への進級要件として掲げ、

英語教育にも力を注いだ。 

 

 

５ 



（２） 大学院教育の内容等に関する目標を達成する 

ための具体的方策 

【入学者受入方針】 

【教育課程】 

【教育方法】 

【成績評価】 

 

（３） 教育の実施体制等に関する目標を達成するため

の具体的方策 

【教育組織とカリキュラム管理体制】 

【国際総合科学研究科】入学志願者が、研究科の教育研究

方針等を理解できる機会を提供することを目的に、教員に

よる研究室のホームページ開設や、大学院案内の作成な

ど、受験生へ多様な情報提供を行った。教員によるホーム

ページの開設率は、理学専攻で 80％、生体超分子専攻にお

いては 100％に達した。 

 前述の理系における理化学研究所、海洋研究開発機構、

物質・材料研究機構の 3 機関との連携に加え、生体超分子

科学ではアメリカ、ヨーロッパの 13 の大学及び研究機関

と連携をとり、研究者の交流を促進した。また、経営科学

系においては、横浜銀行、横浜商工会議所などとの連携に

よる経営塾フォーラムの開催をはじめ、民間機関との協

力・連携推進により、教育内容の充実を図る取組を進めて

いる。 
 

【医学研究科】医学研究科においては前述したとおり、修

士課程および博士課程において新たな取組を実施するに

いたるなど、計画以上に事業を進めた。横浜国大との間で

昨年度設置したハイビジョン設備を利用した双方向遠隔

講義については、18 年度計画より一年前倒しして 2 科目実

施した。さらに昨年度横浜国大との間で締結した協定の一

環として、独立行政法人情報通信研究機構とも連携した研

究事業を新たに開始した。 
  

Ｂ 

  ６ 



３．学生の支援に関する目標を達成するための取組 

  【学習環境の充実等】 

  【学生生活空間の拡充】 

  【学生の声を聴取】 

  【キャリア支援及び学生生活の充実】 

  【学生生活の支援】 

  【経済的支援】 

学生支援に関する取組としては、成績優秀者に対する奨学

金制度（特待生制度）を 19 年度に新たに実施するための検討

を行った。空調設備の設置、老朽化した施設の改修、設備の

更新等、学生の学習意欲及び学習環境の向上を図る取組も

進めた。 

学生の意見を取り入れることによる生活・学習環境の向上を

実現する取組の１つとして、18 年度は前年度に実施した学生

生活アンケートの結果をもとに、学生生活保健協議会におい

て検討を行い、調査結果を報告書にまとめ、学内周知を行っ

た。アンケート結果の分析により、学生の目から見た本学の諸

課題と改善すべき事柄を教職員間で共有し、学生の声を窓口

改善などにつなげるなど一部実施した。19 年度以降も引き続

き学生の声を反映した改善に努める。 

スポーツ・文化・芸術分野等の優秀者へ贈る学長賞、学長

奨励賞は、引き続き実施することとし、学習・研究分野の優秀

者の顕彰実施については、学長賞や奨学金、特待生制度とど

う関連付けていったらよいか、検討を行った。 

学生へのキャリア支援に関する取組としては、履修申請時

に教員が常駐して行う、学生の進路・履修相談を 17 年度

に引き続き実施した。学生の進路面における支援体制を構

築し、273 人の学生に対してキャリア・就職相談に応じた。

就職内定者と在学生との情報交換を行う「就職活動体験報

告会」など、各種就職支援講座を計 30 回開講した。金沢

八景キャンパスのみならず、鶴見、舞岡、福浦の各キャン

パスへも出向き、学部生だけでなく大学院生対象の講座を

開くなど、昨年度までは手が回らなかった大学院生への就

職支援も行った。 
 

Ｂ 

学生生活アンケートで要望の

高かった「窓口改善」について

は、相談窓口を明確に分け、ス

ペースを広げるなど改善を実施

した。19 年度も引き続き改善を

進める。職員の対応の仕方や、

掲示板を使用した学生への周

知方法の改善を含む他の項目

についても実施する。 

ランチミーティング等の学生

の声を取り入れる仕組みの有効

活用と、顕彰制度については、

奨学金や特待生制度との関連

において 19 年度に整理検討を

進めながら実施する。 

 

 

《法人評価委員会の指摘事項》 

・成績優秀者特待制度について 

 全学的な成績優秀者に対する奨

学金制度（特待生制度）について

は、19 年度に予算化し、実施に向

けた制度の検討を進めている。 

 

・教育体制の構築について 

学部の主要会議に職員も出席

することにより、教職員間の連携と

情報共有を促した。 

 

・学生支援について 

コース会議での意見交換を通じ

て、学生の特性やニーズの共有化

を促し、担任制を徹底させることに

より、履修・学習・生活面における

きめ細かな指導体制の確立に努め

ている。 

 

 

 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 計 

１ １3 1 ０ １5 
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４．研究に関する目標を達成するための取組 

  （１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成

するための具体的方策 

    【目指すべき研究の方向性】 

    【重点研究分野の選定】 

    【研究成果の公表】 

    【成果の社会への還元等】 

 

  （２）研究実施体制等の整備に関する目標を達成する

ための具体的方策 

    【研究費のあり方】 

    【研究推進体制の構築】 

 【研究体制の構築と適正な研究者等の配置】 

    【粒子線がん治療施設の設置】 

    【研究機器等の活用の促進】 

    【研究倫理の確立】 

     

研究については、平成 17 年度から始めた様々な取り組

みを推進した。戦略的に研究を進めるための効果的な研究

費配分や研究に関する各種情報提供、科研費応募相談会、

弁理士による発明相談会の開催、また外部機関を活用して

の技術移転活動を推進するなど研究推進体制の充実を図

った。また全学の教育研究業績目録を新規に作成するとと

もに、研究データベースサマリー版の発行など研究成果の

情報提供に取り組んだ。 
これら研究推進体制の整備による支援体制の充実と本

学教員の意欲の高まりにより、共同研究については研究件

数が前年度比 1.18 倍、金額で 1.37 倍（法人化前平成 16
年度比件数が 2.2 倍、金額は 2.8 倍）、受託研究については

研究件数が前年度比 1.47 倍、金額で 1.13 倍（平成 16 年

度比 1.4 倍、金額で 1.3 倍）に増加した。本学教員の発明

に基づく特許など知的財産を活用し、大学発ベンチャーを

3 件立ち上げた。一方で学内研究設備等の共有化、オペレ

ーターの配置については検討を行ったものの、課題があり

実現には至らなかった。 
基礎医学の成果を臨床医学に応用・実践するトランスレ

ーショナルリサーチ体制の確立を目的とした先端医科学

研究センターについては平成 18 年 10 月に開設した。治療

薬の創出や治療法の確立等をめざし平成 19 年度以降の具

体的な実施計画を策定した。また、社会的に関心が高まっ

ている研究倫理については、国のガイドラインをホームペ

ージに掲載し情報を共有しているほか、平成 19 年度から

の施行に向け法人全体で市大コンプライアンス体制の構

築を目指す中で、特に研究については「研究公正調査委員

会」を設置した。さらに研究における利益相反防止につい

て検討し、利益相反マネジメント規程の制定に向けて準備

を進めるなど、倫理の確立に向けて全学で取り組んだ。 
 

Ｂ 

年度計画を順調に取り組ん

だ。 

 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 計 

3 ２0 1 ０ ２４ 

 

 

 

共同研究の件数及び金額 

 17 年度 18 年度 

件数 51 60 

金額 89 
122 

（42） 

        ※(  )は予算額 

 

科研費採択件数 

17 年度（件） 18 年度（件） 

168 196 

 

受託研究の件数及び金額 

 年 年度 17 度 18

件数 38 56 

金額 418 
472 

（360） 

        

奨学寄附金収入 

17 年度 18 年度 

416 

 

552 

（380） 
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Ⅱ 地域貢献に関する目標を達成するための取組 

   【学部・大学院教育を通じた人材育成】 

   【診療を通じた市民医療の向上による地域貢献】 

   【地域医療の向上】 

   【研究を通じた研究成果や知的財産の産業界への

還元】 

   【大学の知的資源の市民への還元】 

   【施設の開放】 

 

本学は、地域貢献を 「教育重視」「学生中心」とならび、

基本方針の１つに掲げている。市が有する意義ある大学と

して、市民が誇りうる、市民に貢献する大学の実現を目指し

て、本学は大学・大学院教育を通じた人材育成や地域医

療の向上、研究成果や知的財産の社会への還元等、地域

貢献に資する取組を多様な角度から実践している。18 年度

は、法人化初年度における様々な取組を、一定の成果に

結びつけるべく取り組んだ。 

 大学の知的資源を市民に還元し、市民の多様な学習ニ

ーズに応えるため、17 年度から準備を進めていた生涯学

習施設を上大岡から都心部のみなとみらい地区へ移転し、

18 年 4 月にエクステンションセンターを開設した。移転によ

り、講座の受講しやすい環境を整えるとともに、自治体政策

関連講座や MBA エッセンス講座、先端医療講座など、より

専門性の高い講座を提供するなど、選択肢を広げ内容の

充実を図っている。エクステンション事業は、少人数のセミ

ナー形式や、人気講座については定員を増やすなど、テ

ーマや対象者に応じた実施形態をとり、受講者のニーズに

即した講座の提供に努めた。 

高大連携については、18 年１月に市教育委員会との間

で締結した「横浜市立科学技術高校（仮称）並びに市立高

校の教育内容及び教育方法の向上に関する特別協定書」

に基づき、「ティーチングアシスタント制度に関する覚書」を

交わし、秋学期より市立高校への大学院生の派遣を試行し

た。また、市立高校のカリキュラム等の改革検討について

は、本学教員と高校教員有志でインフォーマルな研究会を

組織して検討を始めるなど、19 年度からの本格実施に向け

て準備を進めた。 

ヨコハマ起業戦略コースでは、旧市街地にサテライト拠

点を設置する準備を進め、地区の問題解決へ向けた調査

のフィールドとして活用するほか、公開講座や社会起業実

験等を行う活動拠点としても利用し、地域の活性化を図っ

ている。 

 

 

B 

 年度計画を順調に実施し

た。 

 エクステンションセンターに

ついては、みなとみらい地区

への移転とともに講座内容の

充実に努めているが、移転に

係る業務等の影響により、講座

数・受講人数とも前年度実績

を下回った。１９年度は、さらな

る講座内容の充実を図るととも

に、４半期毎の講座案内及び

募集を行うなど、受講者の確

保に努めたい。 

 

 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 計 

０ １0 1 ０ １１ 

 

《法人評価委員会の指摘事項》 

・医療以外の分野における地域

貢献について 

18 年 4 月にエクステンションセ 

ンターをみなとみらい地区へ移転

させ、市民をはじめ、自治体職員

や企業人を対象としたエクステン

ション講座を開講した。 

 エクステンション事業以外にも、 

大学施設の開放や区役所との連 

携、授業の一環として実施する地 

域におけるフィールド調査、地域 

貢献促進費を活用した地域課題 

の研究等を通じて地域貢献に努 

めた。 

 

エクステンション講座数及び 

受講人数 

     

 17 年度 18 年度 

講座数 137 131 

受 講 人

数（人）
4,158 3,657 

 

エクステンション講座受講料

収入 

（単位：百万円） 

予算  ２１      決算  6 

 
９ 



 大学施設開放の取組としては、市大交流プラザ「いちょう 

の館」や学術情報センターを大学と地域、市民、企業、卒

業生等との交流を深める場として活用した。情報コーナー 

を設置して情報発信を促した。学生の課外活動の発表や、

卒業生の会合の場としても施設を貸し出すなど、学内外へ

交流の輪が広がった。 

学術情報センター（金沢八景キャンパス本館）では、 昨

年度に引き続き市民向け図書貸出サービスを実施し、医学

情報センター（福浦キャンパス）においては、18 年 6 月より

新たに同サービスを始めた。同時に、本館を含め利用対象

者を従来の「市内在住・在勤の満 20 歳以上」から「神奈川

県内在住・在勤の満 20 歳以上」に広げ、近隣住民及び県

内医療機関の医療従事者等のニーズに応えるなど、大学

施設の開放、有効活用に取り組んだ。18 年度の図書貸出

登録者数は、学術情報センターで 309 人（市内：275 人、県

内：34 人）、医学情報センターで 122 人（市内：81 人、県内：

41 人）にのぼった。 

産学連携の取組としては、新たに横浜銀行と包括的基

本協定を締結し、既に協定を締結している企業とともに、研

究協力、人材交流等の事業を進めた。また、研究者データ

ベースを本学ホームページに掲載することに加え、バイオ

EXPO、イノベーションジャパン、テクニカルショウ等の産学

連携イベントに出展するなど、本学が有する人的・知的資

源を紹介するなど、産学連携の推進により、研究成果の社

会還元に努めた。 

また、研究戦略プロジェクト費の一部を地域の課題解決

に利用する「地域貢献促進費」にあて、市大自らが設定し

たテーマに沿って横浜の課題研究を２件行った。公募によ

り 16 件（団体 4、企業 5、行政 7）の研究課題の提案を採択

し、医療、技術開発、まちづくりなどの分野において、研究

成果の地域社会へ還元に取り組んだ。 

 

 

Ｂ 

 学術情報センター 相互利用 

（単位：百万円） 

予算  １８     決算  １６ 

１０ 



 《再掲》 V.3 「広報の充実に関する目標を達成するため

の取組」に記載あり 

市内７区役所との連絡調整会議開催の結果、市と大学と 

の連携・協力が具体化し、実施した。    

金沢区とは、国際交流ラウンジを共同で設置する事業を

まとめたほか、区のホームページに本学の情報や区との連

携事業を紹介する「市大との連携」のページを設けるなどの

取組を行った。 

戸塚区とは、区が実施する高齢者世帯を対象としたアン

ケートの作成を本学教員が請け負い、作成委託にかかる経

費節減に協力した。 

  

 

  

 

 

 

１１ 



Ⅲ 国際化に関する目標を達成するための取組 

  【国際交流を推進するための体制】 

  【学生の留学の支援】 

  【留学生受入】 

  【教職員の交流】 

  【国際社会への貢献】 

  【海外の大学等とのネットワーク構築】 

 全学的な国際化を推進する機能を担う部門である

「国際交流センター」の名称を「国際化推進センター」

と改め、グローバルな視野を持って活躍できる人材を

育成するためのプログラム運営や新規事業開発に取り

組んだ。 

１８年度においては、TOEFL500 をクリアした学生の

ための教育プログラムとして、協定校への学生派遣プ

ログラムの増設、協定校以外への留学に関する要綱の

制定など多様な留学機会を提供する基盤を整えた。 

「多文化交流ゼミ」科目群を新設し、市内国際機関

との連携による英語での授業を開講、海外著名人を招

聘した英語によるシンポジウムを開催、19 年度から開

催予定のサマーサイエンスプログラムを検討するなど

英語による授業展開を推進し、英語学習への動機付け

を行なった。ＪＩＣＡとの連携による「海外調査実習」

の開講はじめ「海外フィールドワーク支援プログラム」

を企画・公募するなど、実践的な海外修学体験を含む

カリキュラムが提供できるようにした。海外（シンガ

ポール）でのインターンシップについては、今年度す

でに学生が参加した。 

金沢区と協働した「金沢国際交流ラウンジ」の設置

へ向け、ラウンジ運営への参画も念頭において市大生

を対象に「国際交流ボランティアメンバー」を募集す

るなど、学生がキャンパス内で広く地域の外国人とも

交流できるような機会を提供できる環境整備に向けて

取組を進めている。 

  

B 

年度計画を順調に実施して

いる。 

 米国のCBER－FDAと世界初

の協定を締結し、今後研究

に関する人材育成なども共

同で実施していくこととな

った。 

 国際化推進センターを中

心とする英語による授業促

進は、例えば国際総合科学

部の卒業要件の中ではごく

一部の取組であることや、

海外で修得した単位の評価

方法については未整備であ

ることなど、今後は関連部

署と連携・調整を図り、全

学レベルで取り組む仕組み

を作り具体的成果につなげ

ていくことが課題である。

 留学生の宿舎確保は今後

の重要な課題であり、19年度

は借り上げ宿舎の確保等に

取り組んでいく予定である。 

 

 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 計 

3 １0 １ ０ １４ 

１２ 



 
 海外大学等とのネットワーク構築強化も進めた。12

月～3月の間に、米国や中国、オーストリア等の大学等

を、学長はじめ国際化推進委員会委員、国際化推進セ

ンター職員で分担し、調査･訪問をした。その結果とし

て、①CBER-FDAとの世界初の協定締結、②上海師範大

学との協定締結、③JUNBA(ｻﾝﾌﾗﾝｼｽｺﾍﾞｲｴﾘｱﾈｯﾄﾜｰｸ)アカ

デミアサミット宣言への調印、④PUL(国際みなとまち大学リ

ーグ)宣言への調印、⑤仁川大学、ウィーン大学との協定更

新 などネットワークの構築に努めた。国立台湾大学、マレ

ーシア科学大学、シンガポール国立大学、上海中医薬大

学等との協定締結へ向けた協議および調整等を進めてい

る。 

Ｂ   

 

１３ 



Ⅳ 附属病院に関する目標を達成するための取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中期目標における「附属病院に関する目標」では、「医

療安全管理の徹底」「患者本位の医療」「高度医療の提供」

「医療関係者の育成」「医学研究･開発の推進」「病院長権

限の強化･充実」「病院の位置づけ・特性の明確化による病

院経営の推進」を掲げている。これらの目標を達成していく

ために、中期計画、年度計画にもとづき平成 18 年度は次

の項目について取り組んだ。 

 安全な医療の提供については、引き続き安全管理対策

委員会、リスクマネージャー会議を中心に医療安全文化の

醸成、インフォームドコンセントの充実・強化、安全管理教

育の充実などの取り組みを推進した。 

 健全な病院経営の確立については、診療報酬の改定が

実施されたが、医業収益の確保を図り、収支の改善に努め

た。病院長権限強化、IT 化の推進や省エネルギーの推進

などに取り組んだ。 

 患者本位の医療サービスの向上と地域医療への貢献に

ついては、患者相談体制の充実、地域医療従事者を対象

とした研修や市民講座の幅広い開催に努めた。 

 高度･先進医療の推進については、先進医療分野の開

拓、特色ある専門外来の設置、がん治療の充実、トランスレ

ーショナルリサーチへの取り組みなどを行った。 

 良質な医療人の育成については、専門医・認定医の育成

のための指導体制の強化や研修医の指導・育成に向けた

委員会の開催などに取り組んだ。 

 

Ｂ 

年度計画を順調に実施し

た。 

 

 

A B C D 計 

１１ ６６ １ ０ ７８ 
 

１４ 



１．安全な医療の提供のための取組 

   【医療安全文化の醸成】 

   【インフォームドコンセントの充実･強化】 

   【安全管理教育の充実】 

   【安全面を考慮した療養環境・セキュリティの充実】

   【医療安全管理取組情報の提供】 

   【病院機能評価の継続取得】 

   【災害時医療の充実】 

   【院内感染対策の推進】 

 医療安全文化を醸成していくために、安全管理対策委員

会、リスクマネージャー会議を定期的に開催し、情報の収

集･分析･評価･改善を行うほか、ポケット版医療安全管理

指針の作成（附）、インシデント報告の電子入力化（附）、調

剤支援システムの改良（セ）などの取り組みを行うなど着実

に計画を進めている。 

 インフォームドコンセントの充実については、各種研修や

診療録監査の実施による医療従事者の意識向上をはかっ

た。小児科で小児患者向けの絵本作家のイラストを使用

（附）するなど、患者の理解度を高められるように工夫を行

っている。 

 安全管理教育については、安全管理研修を開催したほ

か、e-learning の活用や医療安全管理マニュアルの改訂

（セ）などを行い、研修参加の促進と充実が図られた。 

 病院機能評価の継続取得については、附属病院では、

受審に向けワーキング、講演会などを開催し、課題解決の

ために病院一丸となって取り組んだ。その結果、平成 19 年

1 月に認定の取得ができた。訪問審査におけるサーベイヤ

ーの全体講評においても高い評価が得られた。 
 災害対策については、災害対策マニュアルの見直しや

防災訓練の実施など災害時医療対策の充実に努めた。セ

ンター病院では、首都直下型地震発生・被災を想定した大

規模な防災訓練を実施し、従来の動員型形式ではなく、発

災時の役割に即したシミュレーションによる訓練を実施し

た。災害時に機能する防災体制の確立に向け、さらに踏み

込んだ展開を進めている。 

 院内感染対策の推進については、感染対策委員会の組

織見直しを行い、実践的な活動を強化した（附）ほか、感染

対策マニュアルの改訂や各種研修会を実施した。 

 

B 

 年度計画を順調に実施し

た。 

 病院機能評価の認定取得、Ｉ

ＳＯ9001 及びＩＳＯ14001 の認

証取得については、評価項目

に重複している内容が多いだ

けでなく、3 つを継続して取得

していくことには多大な労力と

コストが必要となる。このため、

医療機関の第三者評価として

実績のある「病院機能評価」を

中心に、効率的な取り組みに

ついて検討を進めたい。 

 

 

A B C D 計 

２ １４ ０ ０ １６ 

 

１５ 



２．健全な病院経営の確立のための取組 

   【附属 2 病院の運営】 

   【病院長の権限強化】 

   【運営交付金の考え方】 

   【診療科の再編や病床配分の弾力的運用】 

   【診療に関わる料金設定の見直し】 

   【診療外収入の確保】 

   【人件費比率の適正化】 

   【医薬材料費の適正化】 

   【IT 化の推進】 

   【施設･機器の更新計画の再検討】 

   【経営情報の整備】 

   【クリニカルバス（入院診療計画書）の作成・活用の

   拡大】 

   【省エネルギーの推進】 

附属 2 病院の運営については、▲３％超の診療報酬本

体のマイナス改定の中、効率的な病床運営や各種加算の

算定の促進など収入確保に努めた。その結果、附属病院

の入院単価が 47,290 円（決算見込み・予算比 2,590 円

増）、センター病院の入院単価が 53,300 円（決算見込み・

予算比 1,100 円増）となるなど入院収入をはじめとした医

業収益の増収が進み、医業収支の改善を図ることができ

た。 

 病院長の権限強化については、附属病院では、副病院

長3名体制やトップマネジメント会議による病院長補佐機能

の強化などにより、病院長のリーダーシップ強化が図られ

た。センター病院では、病院長自ら講師として理念やビジョ

ンに基づく研修を行うなど組織風土改革に取り組み、経営

品質に関する各種講座へ自発的参加が進み職員の意識

向上が進んでいる。 

 診療科の再編や病床配分の弾力的運用については、附

属病院では二次救急輪番制参画に伴う救急病床確保のた

めに弾力的な病床運用を図り、横浜市の救急医療体制の

充実に寄与した。センター病院では、診療科再編の検討を

行い、平成 19 年 6 月実施に向けた準備を着実に進めてい

る。 

 ＩＴ化の推進については、電子カルテの平成 20 年の一次

稼動を目指し、検討・準備を進めた（附）。ＤＰＣベンチマー

キングシステムを導入し、情報の共有化と業務フローの点

検・見直しなどの検討を進めた（セ）。 

 省エネルギーの推進については、中央監視設備改修に

伴い空調設備の省エネ制御（10 月開始）を行った。その結

果、エネルギー使用量は▲3.6％の改善が図られた

（附）。 

 コージェネレーションシステムなどの見直し・変更によるエ

ネルギー使用量は前年度比▲6.3％、節水調整による水

道使用量は同▲2.2％と改善を図った（セ）。 

A 

 ３％を超える過去最大の診療

報酬のマイナス改定の中、収

入確保に取り組んだ結果、入

院収入をはじめとした医業収

益の増収を図ることができたた

め。 

 健全な病院経営の確立に向

けて、これまでさまざまな視点

から収支改善に取り組んだ結

果、良好な診療実績を上げる

など順調に推移している。引き

続き安定した経営の維持向上

に向けて取り組むことは必要で

あるが、大学附属病院として、

「教育」「研究」業務とのバラン

スも考慮する必要があると考え

る。また、今後、病院経営につ

いて、大学附属病院として求

められる医療の質などの面に

ついては、どのような経営指標

で見ていくことができるか検討

をしていきたい。 

 

 

 

 

A B C D 計 

６ ２０ ０ ０ ２６ 

 

《法人評価委員会の指摘事項》 

・病院長の権限強化について 

附属病院では、副病院長を２

名から３名に増員することで病院

長の補佐機能を強化し、トップマ

ネジメント会議での懸案事項に関

する協議結果を臨床部長会に確

実に報告することで、病院長のリ

ーダーシップの強化を図った。 

センター病院では、新採用者

対象のオリエンテーションで、病

院長自ら病院理念やビジョン等を

説明したり、全職員に向けて病院

長メッセージ紙を配布したりする

など、病院長の考えを広く浸透さ

せるべく取り組んだ。 

 

・看護師の確保について 

看護職員の定期募集を年１回

から４回に増やしたほか、地方試

験の実施、学校推薦枠の設定、

随時採用・学校訪問の実施、病

院紹介 DVD の制作・配布等の新

しい取組を通じて看護師の確保

に努めた。 

１６ 



３．患者本位の医療サービスの向上と地域医療への 

貢献のための取組 

   【地域医療連携及び患者相談体制の整備】 

   【地域医療従事者への研修機会の提供】 

   【セカンドオピニオン外来の開設】 

   【待ち時間の短縮】 

   【市民講座の充実】 

   【病院ホームページ上での医療･健康に関するコン

テンツの充実】 

   【一般向け病院広報誌の発刊】 

   【患者向け医療情報コーナーの設置】 

   【会計窓口でのデビットカード、クレジットカードの導

入】 

   【チーム医療の推進】 

地域医療連携については、平成 19 年 1 月より横浜市病

院群輪番制により二次救急に参画（附）した。紹介外来制

を拡大し、紹介率（地域医療支援病院紹介率）は 62.5％

と前年に比べ 5.2 ポイント増となる（セ）など地域医療

連携の充実を図った。患者サービス面では、患者相談につ

いては診療科部長による相談コーナーの開催（104 回）

（附）、医療コーディネーターの活動時間延長（セ）などを

実施している。 

 地域医療従事者への研修機会の提供については、地域

の医師をはじめ、看護師、薬剤師も対象とした研修を計画

通り進め、回数、参加者数も増加している。「がん専門薬剤

師研修事業」の研修施設に認定された（附）。 

 市民講座については、市民のニーズに合わせた各種の

講座･教室を開催（附属病院：６回・1,359 人参加、セ

ンター病院：１４回・1,409 人参加）した。外部施設で

も開催した。 

 他病院との共同開催（セ）なども行った。 

 一般向け広報誌の発刊については、附属病院では定期

的な発行を行った。センター病院では、院内メッセージ誌、

ホームページの充実に傾注したため、一般向け広報誌の

発行には至らなかった。19 年度には発行に向けた取り組み

を進めたい。 

Ｂ 

 年度計画を概ね順調に実施

した。 

 

 

A B C D 計 

２ １７ １ ０ ２０ 

 

《法人評価委員会の指摘事項》 

・未収金の抑制対策について 

現金の持ち合わせがない場合

にも支払いが可能で、支払い方

法の選択肢が増えたという理由に

より、クレジットカードやコンビニエ

ンスストアでの支払いシステムの

導入は、未収金の減少に寄与す

るものと考えている。 

コンビニエンスストア対応の請 

求書については、当日会計がで

きない患者様と、支払いの分納手

続きをされた患者様にのみ発行

している。 

未収金者へは再来院時の督促

や電話による督促を引き続き行う

とともに、外部機関による督促等

効果的な手法についても検討し、

今後も未収金の縮減に努めてい

きたい。 

１７ 



４．高度・先進医療の推進に関する目標を実現する 

ための取組 

   【高度先進医療の推進】 

   【専門外来の充実】 

   【がん治療の充実･推進】 

   【先端医科学研究やトランスレーショナルリサーチ

への取組】 

    

 高度先進医療の推進については、附属病院では、これま

でに承認されている先進医療 2 件のほか、新規に 2 件の申

請を行った。センター病院でも、年度計画上の項目にはな

いが、先進医療の取り組みを行い、平成 18 年 12 月に 1

件、平成 19 年 4 月に 1 件の承認を得た。 

専門外来については、大学附属病院としての特色ある専

門外来の取り組みを進め、泌尿器科と放射線科の協力によ

る「前立腺ユニット外来」を開設した（附）。 

がん治療については、「地域がん診療連携拠点病院」と

して指定（平成 19 年 1 月）された。外来化学療法室利用診

療科の拡大（2 科→7 科）（いずれも附）などを行った。 

先端医科学研究やトランスレーショナルリサーチへの取り

組みについては、TRY2010 事業を立ち上げ、委託調査を

実施し、「先進医療推進事業」として支援体制など基本方

針を決定した。 

Ｂ 

 年度計画を順調に実施し

た。 

 

 

A B C D 計 

１ ５ ０ ０ ６ 

 

《法人評価委員会の指摘事項》 

・各種専門外来の治療成果につ

いて 

 附属病院は、最先端医療といえ

る「密封小線源治療(ブラキセラピ

ー)」「強度変調放射線治療」双方

を実施できる全国的にも数少ない

病院として、高度ながん治療機能

の強化を進めている。今後も特定

機能病院としての特色を生かし、

治療効果が高く、社会のニーズ

にも応じた専門外来を運用してい

きたい。 

 センター病院では、市民公開講

座や研修会薬剤師向け、開業医

等地域医師向けの研修会を随時

開催し、市民や地域医療従事者

の皆様に専門治療の取り組みに

ついて還元するよう努めている。 

 

１８ 



５．良質な医療人の育成に関する目標を実現するた 

  めの取組 

  【市大病院学会の創設】 

  【専門医･認定医の育成強化】 

  【研修医の育成】 

  【職員の声を吸い上げるシステムの構築】 

  【病院実習の受け入れ体制の強化】 

 専門医・認定医の育成については、初期・後期臨床研修

医の指導体制の充実、シミュレーションセンターの運営管

理体制を強化した。文部科学省の「地域医療等社会的ニ

ーズに対応した質の高い医療人養成推進プログラム（医療

人 GP）」では、「不足診療分野の長期専門医研修コース」

が採択された。 

研修医の育成については、新採用研修オリエンテーショ

ン、研修指導医養成講習会、臨床研修委員会、2 病院合

同プログラム会議などを開催し、研修医の育成充実に向け

た取り組みを行った。臨床研修システムの充実により、平成

18 年の研修医マッチング（平成 19 年度採用）では、昨年度

に引き続きマッチ率 100％となり、附属病院、センター病院

ともに定員を満たすことができた。 

Ｂ 

 年度計画を概ね順調に実施

した。 

 

 

A B C D 計 

０ １０ ０ ０ １０ 

 

《法人評価委員会の指摘事項》 

・研修医プログラムの充実 

附属２病院では、19 年度に向

けて、初期・後期臨床研修医の指

導体制の充実のために指導診療

医の設置と、昨年度のプログラム

について見直し、プログラム上に

「一般目標（GIO)」、「行動目標

（SBO）」、「学習方略（LS）」、「評

価（EV）」を明示し、選択科を選ぶ

際にもプログラムが分かりやすく、

効果的なものになるよう改善し

た。 

また、スキルスラボシミュレーシ

ョンセンターの充実及び運営管

理体制の強化を検討した。（附） 

プログラムについては、両病院

のホームページに掲載し、紹介し

ている。 

 

１９ 



Ⅴ 法人の経営に関する目標を達成するための取組   法人化2年目の18年度は、大学運営をより経営的な視点

から見直し、自己収入の拡大や施設設備の適切管理、組

織体制の変更などにより、運営の効率性、合理性を高める

ため、種々の事務改善を行った。 

 「収入を伴う事業の実施」や「多様な収入の確保」につい

ては、年度計画を上回った。教員評価制度の導入と効果

的な運用など、人事制度上の一部の項目については、年

度計画の目標を達成できなかった。 

B 

年度計画の項目のうち、そ

の大半を概ね順調に実施し

た。 

 

 

A B C D 計 

7 ４6 4 1 ５8 
 

 １．経営内容の改善に関する目標を達成するため

の取組 

（１）運営交付金に関する目標を達成するための具

体的方策 

（２）自己収入の増加に関する目標を達成するため

の具体的方策 

【収入を伴う事業の実施】 

【多様な収入の確保】 

【科学研究費補助金、受託研究、奨学寄附金

等外部資金増加】 

（３）経費の抑制に関する目標を達成するための具

体的方策 

【資産の効率的・効果的運用】 

（４）施設設備の整備・活用等に関する目標を達成

するための具体的方策 

【計画的な施設設備の整備・改修を進め、既存

施設の効率的な維持・管理を進めるための取

組】 

【施設の有効活用推進による教育研究活動の

充実及び活性化】 

【ＩＳＯ１４００１の取得・運用】 

横浜市立大学は、授業料をはじめとする自己収入の他、

横浜市からの運営交付金を主要財源としている。限られた

資金の効果的な配分、支出をはかりつつ、新たな財源の開

発や経費の抑制を通じて、自主自立的な運営のための取

組を行った。 

18 年度は新たな財源の１つとして、寄附金確保の方策に

ついて具体的に検討し、寄附金を募る仕組みの大枠を整

理した。 

自己収入の拡大を図る取組の一環として、「学費等のあ

り方検討委員会」「魅力ある教育内容検討委員会」を組織

し、学費のあり方及び教育内容等の充実策について検討

を進め、19 年度より学費を一部引き上げ、学部別の授業料

制を導入することとした。料金上限の改定を横浜市へ申請

し、認可を得たので、19 年度は約２億円の増収を見込んで

いる。 

多様な収入を確保する手段として、エクステンションセン

ターでは、受講者確保のために神奈川県中小企業センタ

ーのホームページにビジネス関係の 13 講座の案内を、横

浜市役所の職員用電子掲示板「YCAN」や、専門講座を紹

介するメールマガジンへの掲載など、様々な広報媒体での 

パブリシティを行った。 

 

B 

 年度計画に盛り込まれたほ

ぼ全ての項目を概ね順調に実

施した。 

ISO14001 の取得・運用につ

いては、ISO を取得することの

意義や、取得にかかる経費面

での課題をクリアにすることが

できず、取得を前提とした準備

や業務調査には着手しなかっ

た。19 年度は、ISO 取得以外

の他の規格取得の可能性も視

野に入れ、環境マネジメントシ

ステムの確立に向け、既に実

施しているゴミ箱の分別化や

廃棄物の整理等、周辺環境の

整備を引き続き行っていきた

い。 

 

A B C D 計 

５ １8 ０ 1 ２４ 

《法人評価委員会の指摘事項》 

・学費の改定について 

 19 年度より、国公立大学では初 

となる学部別学費を導入した。あ 

わせて教育内容等の充実策につ 

いても検討し、料金上限の改定を 

行った結果、19 年度は約２億円 

の増収を見込んでいる。 

 

運営交付金（単位：百万円） 

17 年度 18 年度 19 年度 

13,383 12,867 12,008 

※予算ベース 

 

授業料等収入 

18 年度 19 年度 

2,538 2,747 

※予算ベース 

２０ 



 外部資金についても、研究推進コーディネーターによる

外部研究費や科研費の応募相談会を実施するなどして、

企業との共同研究マッチング支援を推進した。その結果、

共同研究件数、獲得金額ともに前年度実績を上回った。 

経費の節減では、一部の物品について一括発注を実施

し、単価を落すことにより全体として契約額低減を実現し

た。新たに「資金運用規程」や「債務発注に関する要領」を

定めた。法人の余裕資金は大口定期預金、通知預金及び

政府短期証券（国債）に分類し、安全かつ効率的な運用を

行った。その結果、平成 18 年度の運用益の実績は 600 万

円を越えた。 

エクステンションセンターにおける会社からの社員教育

の請負は、経費抑制という面で難しく、請負に関する調査

については実施しなかったが、前述の通り、市民のみなら

ず自治体職員や会社員を対象とした専門講座も開講し、多

方面からの収入獲得に努めている。 

施設設備の整備・活用に関する取組としては、理科館の

エレベータや空調設備等の更新、実習室、研究棟の一部

改修に加え、省エネ型機器の導入を実施し、エネルギー使

用の効率化や抑制を踏まえた施設設備の維持、管理を行

った。ISO 取得に向けた取組については、取得にかかる経

費面の課題、環境マネジメントシステムの構築を考慮した

結果、ISO 以外の可能性についても検討していくこととし

た。 

B 

 補助金（国等）（単位：百万円） 

予算  21     決算  105 

 

寄附金（一般） 

予算  10    決算  0.4 

 

奨学資金貸付金返還収入 

予算  47     決算  59 

 

資金運用益 

17 年度 18 年度 

－ 6 

             ※決算ベース 
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  ２．業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成  戦略的な学内資源の配分

や経営情報の公開、事務の効

率化・合理化に関する目標の

中には、年度計画に沿って具

体的な取組を実施した結果、

一定の成果を残せたものがあ

った。 

学内における情報の共有化や、戦略的な学内資源の配

    するための取組 

（１）運営体制の改善に関する目標を達成するため 

の具体的方策 

【全学的な経営戦略の確立】 

【運営組織の効果的・機動的な運営】 

【全学的視点からの戦略的な学内資源配分】 

【経営情報の公開】 

【内部監査機能の充実】 

（２）人事の適正化に関する目標を達成するための

具体的方策 

【新たな人事制度の構築】 

【公募制の導入及び雇用形態の多様化】 

【教員評価制度の導入と効果的な運用】 

 【年俸制の導入と制度の確立】 

【任期制の導入】 

【職階の簡素化と昇任体系の構築】 

【適切な人件費管理】 

【専門職員の人事】 

【市派遣職員の段階的解消】 

（３）事務等の効率化・合理化に関する目標を達成 

するための具体的方策 

【事務処理の簡素化及び迅速化】 

【簡素で効率的な組織の構築】 

 

分・活用、経営情報の適切な公開等により、法人全体として A B C D 計 

の運営体制の改善及び効率化を図る取組を行った。 1 ２5 4 ０ ３0 

経営会議、経営審議会といった定例会議では、議事を

内容に応じて区分し、議事案件終了後に「報告」「決定」

「継続審議」等の意思統一が容易にできる体制づくりに取り

組んだ。また、議事録及び会議資料をグループウェア（7 月

導入）に掲載し、法人内への会議内容の周知を行った。 

 

《法人評価委員会の指摘事項》 

・専門性を備えた職員の獲得・

配置について 

しかし、その一方で 19 年度  新たに４ポストの大学専門職を 

の処遇への反映を前提とした昨年度は実施に至らなかった月次決算については、18 公募、採用し、他大学における事 

年度には順調に実施している。法人評価委員会や上述の

定例会議における学外有識者の意見を業務に活かし、組

織の事務改善に努めた。 

教員評価制度については、制 務経験者の登用ができた。 

度自体の安定稼働に時間を要  

するため、制度の試行にとどま ・教員評価制度の導入について 

った。 戦略的な学内資源配分という視点に立った取組として

は、外部研究費の間接経費の一部を大学の管理経費とし

て活用できる仕組みを定め、19 年度からスタートアップ研

究費を創設し、運用していくことを決定した。 

 経営に関する情報を積極的に公表する取組として、法定

事項である財務諸表等の閲覧手続きに加え、決算概要等

のホームページ掲載、財務諸表の概要（英語版を含む）の

別途作成・配布により、法人情報を広く一般に公開すること

ができた。 

 人事の適正化に関する取組としては、教育課程の多様化

や専門的知識・経験を有する人材の確保、適切な人件費

管理の実現といった観点から、従来とは異なる教職員の雇

用形態を導入した。 

 18 年度には、特別契約教授に関する制度を立ち上げ、

採用を実施した。英語で授業ができる教員を雇用するた

め、外国人向けホームページや英文雑誌などに英文の公

募要項を掲載し、複数名の応募があった中から外国人の

準教授を採用した。事務職等の法人固有職員を公募、採

用し、一部の市派遣職員が固有職員へ転換した。 

C 

18 年度は、教員評価制

度試行の結果や教員の意見を

踏まえ、公正性が高く、被評価

者の納得を引き出す制度の確

立を目指して、慎重に検討を

行うことに重点を置いた結果、

実際に制度を運用していく段

階にまでは至らなかった。 

 18 年度は制度の枠組みを構築 

し、制度を試行した。19 年度は評 

価制度を本格的に実施する中 

で、21 年度以降の処遇への反映 

に向けて関係部署と調整を行う。 

 

・テニュア教授制度について 

 テニュア教授については、18 年 

19 年度は、評価制度を本格 度中に学長、副学長、研究院長 

的に施行していく中で、評価 の下で基本的な考え方を整理し 

結果の年俸への反映を視野に た。19 年度には任期制との調整 

入れ、その手法について関係 を行いながら、実施に向けた制度 

部署と具体的な調整を行って 内容の検討を進めたい。 

いきたい。  

 ・会計処理の簡素化・効率化に 

 ついて 

定例的な業務の整備を行い、 

月次決算を実施し、経営審議会

等へ執行状況を報告した。 

２２ 



   その結果、18 年４月において 12.5%であった固有職員率

は、19 年４月には 24.7%となり、派遣職員からの切り替えは 

計画的に進んでいる。  

年度計画に盛り込まれていた 19 年度の年俸への反映に 

向けた評価制度の実施には、至らなかった。18 年度には新

たに教員評価プロジェクトを立ち上げ、教員評価制度の制

度設計を行った。評価結果の年俸、任期更新、昇任といっ

た処遇への反映の考え方、反映時期については法人内部

で協議を行い、９月に実施した教員対象の説明会において

一定の考え方を提示した。10 月から制度の試行を行い、プ

ロジェクト内で試行の結果を踏まえた制度、枠組みの見直

しを行い、19 年３月に再度教員説明会を開いた。ただし、

年度内には本格実施できなかった。19 年度より教員評価

制度を本格的に実施していく中で、制度の見直しを引き続

き行い、処遇への反映についても検討を進めていく。制度

の実施にあたり、評価の公正性、客観性を確保するため、

19 年度には学外委員を含めた教員評価委員会を設置し、

評価のプロセス、基準などの詳細について検討を行う。 

Ｃ 

事務等の効率化・合理化に向けた取組としては、教職員

間の情報共有、迅速な情報伝達を行うためのツールとし

て、7 月よりグループウェアを導入した。グループウェアへの

文書掲載で、紙ベースによる資料配付の抑制や情報の共

有化を可能にしたほか、教職員が文書を速やかに検索・閲

覧することのできるようにした。事務部門の他、電話交換、

公用車運転、守衛業務などについても見直しを行い、引き

続き一部委託化を実施した。授業料やエクステンション講

座割引等の利用者メリットがある「市大・京急カード」を公立

大学法人として初めて、民間企業との連携により発行した。

カード発行のプラス面として、学生サービスの質や経営効

率の向上、新たな財源の確保が挙げられる。 

２３ 



３． 広報の充実に関する目標を達成するための取

組 

法人化後２年目を迎えた 18 年度は、17 年度に取り組ん 年度計画を順調に実施し

た。 

 

だ広報マインドの醸成及びマスコミとの関係構築をベースと  

【広報活動の推進】  

 

して、法人化のメリットを活かした独自の取組や、学生参加 A B C D 計 

型の活動、多様な媒体の活用等を通じて、本学の魅力の １ ３ ０ ０ ４ 
 

訴求を意識した大学内外への広報活動に取り組んだ。 

4 月には学生広報ワークショップメンバーによるホームペ

ージを立ち上げ、学生の視点から本学の魅力を伝え広める

仕組みづくりを行った。同ワークショップメンバーは、市と市

内大学との共催による大学紹介イベント「よこはま‘学☆遊’

フェア」の運営や、近隣商店街との連携によるタウンマップ

「金沢 HAKKEN」の発行、FM 横浜の番組出演を通じた市

大紹介等に取り組み、本学への関心を高める広報手段の

開拓を行った。 

７月には、大学概要と基礎データの２部構成となる大学

総合案内や、シンボルマーク入り風呂敷等の市大グッズを

広報担当として初めて製作した。８月にかけては、市内７区

役所との連絡調整会議を開催し、市が有する大学として地

域貢献を果たすべく、市の政策課題解決に向けた連携の

あり方を検討するとともに、教員の研究分野や教育活動等

の情報を発信、本学への市民の理解を深め、より身近な存

在としての市大をアピールした。 

Ｂ 

本学の主要な広報媒体であり、有力な情報源であるホー

ムページビュー数は約 640 万アクセスにのぼり、昨年比で

7.35 ポイント増となった。 

 

《再掲》 ２．「教育内容等に関する目標を達成するための

取組」に記載あり 

入試広報の充実も大学運営上、必要不可欠な取組の一つ

である。18 年度は Yahoo へのオープンキャンパス、入試 PR

バナーの掲載や、4 大予備校での PR 映像の放映、キャリア

支援室の紹介動画の発信、受験生向け市大パンフレットの

作成など新たな試みを交えながら入試広報に取り組んだ。 

２４ 



理事長をトップとする大学評価本部を運営し 17年度

計画業務実績のとりまとめを行い、法人評価委員会か

ら「年度計画をほぼ順調に実施している」との評価を

得た。 

Ⅵ 自己点検・評価、認証評価及び当該状況に係る 年度計画を順調に実施し

た。 

 

情報の提供に関する目標を達成するための取組  

１． 評価の充実及び評価結果等の公開に関する目標

を達成するための取組 

【自己点検・評価の改善】 

【評価結果を大学運営の改善に反映する体制の

構築】 

 

18 年度は 17 年度計画業務実績に対する法人評価委

員会の指摘事項を各部署にフィードバックし、改善事

項として法人全体で取り組んだ。 

19 年度計画の策定にあたっては、前年度の評価結果

を各部署で確認するとともに、全教職員が一体となっ

た取組を、という法人評価委員会の指摘を踏まえて取

り組んだ。年度計画策定の視点などについて、法人内

専用グループウェア等で周知を行い、全教職員が一体

となって策定作業を行った。 

これらの大学評価本部での取組を通じて、ＰＤＣＡ

サイクルを実施できる仕組みの構築を進めることが出

来た。 

大学に義務付けられている様々な評価に対応してい

くためには膨大なデータが必要になる。そのため、評

価だけでなく経営にも活かすことができ、より効率的

な業務運営が行えるよう、19 年度に「大学総合データ

ベース（仮称）」を構築する準備を進めている。 

 

 

 

B 

18年度は 17年度計画の業

務実績について初めて評価

を受けた年であり、前年度業

務実績や評価結果を法人全

体の運営改善に反映すると

いうＰＤＣＡサイクルの仕

組みづくりに取り組んだ。19

A B C D 計 

０ ４ ０ ０ ４ 

 

《法人評価委員会の指摘事項》 

・大学評価本部による各評価へ

の取組とその成果の活用につ

いて 

年度計画の策定においては 18 年度は、17 年度計画業務

実績に対する法人評価委員会

の指摘事項を各部署にフィー

ドバックし、改善事項として法

人全体で取り組んだ。 

全学で課題等を共有し解決

に向けて取り組んだが、まだ

全学的な体制を確立するま

でに至っていない。 

全体の体制構築に向けて

は、まず構成員一人ひとりが

各部署の施策に基づいて計

画をたて、ＰＤＣＡサイクル

によるマネジメントを実施

し、全体のＰＤＣＡサイクル

へ結び付けていくことが必

要である。職員に既に導入さ

れている人事考課制度や平

成 19 年度から本格的に導入

する教員評価制度の実施状

況を見ながら、体制の確立を

図っていきたい。 

19 年度計画の策定にあたっ

ては、策定の視点などについて

グループウェア等で周知を行

い、全教職員が一体となって策

定作業を行った。 

 

 

 

 

２５ 



年度計画を概ね順調に実

施した。 

 Ⅶ その他業務運営に関する重要目標を達成する その他業務運営を円滑に遂行するための取組として、学

ための取組 生や教職員の安全管理及び、情報の適正管理に重点を置 A B C D 計 

き、法人危機管理計画に基づく実地防災訓練の実施や学 2 4 ０ ０ ６ B 
 

内施設の定期点検、個人情報保護の徹底化を図る取組等

を実施した。 

１．安全管理に関する目標を達成するための取組  年度計画を概ね順調に実施

した。 

 学生や教職員の安全を確保するための取組を推進した。  

【学生や教職員の安全の確保】 

【防災対策の強化】 

教職員を対象とした定期健康診断及び職場巡視を計画通

り実施したほか、学内の施設設備の不具合を未然に防ぎ、

安定稼働を実現するため、年間を通して各種機器・設備の

定期点検を実施した。 

A B C D 計 

学内のハラスメント防止のために、防止委員会規程及び

ガイドラインを見直し、学生、教職員を対象とした研修をそ

れぞれ実施すると共に、リーフレットを作成、配布するなど

ハラスメント防止の啓発に努めた。 

 また、防災対策強化をはかるため、指導資格を所持する

教員のもとで教職員対象の普通救命講習を実施した。防

災メール配信システムの稼働により、防災訓練の案内や災

害情報の周知徹底を図った。大学生協と災害時における

物資供給の協定、金沢区役所とは災害時ボランティア受入

施設としての協定を締結するなど、大学関係者のみなら

ず、地域住民の安全確保にも配慮した取組を行った。 

B 

 2 3 ０ ０ ５ 

  

《法人評価委員会の指摘事項》 

・職場巡視の実施について 

 教職員を対象とした定期健康診

断については計画通り実施でき

ており、過重労働の防止やメンタ

ルヘルスケアの充実を含め、計

画的な衛生管理体制の構築につ

いて検討を進めている。 

また、安全衛生委員会を開催

し、産業医による職場巡視を実施

した。 

 

２６ 



２．情報公開の推進に関する目標を達成するための  情報公開の推進に関する取組としては、個人情報保護の

意識を高め、個人情報の適正な取扱を徹底した。各所属

 年度計画を順調に実施し

た。 

 

取組 A B C D 計 

においては、個人情報の適正管理自主点検を実施し、ア

ルバイトや人材派遣を含む教職員に対する研修を行った。

また、横浜市にコンプライアンス推進室が設置されたことを

受けて、法人の個人情報適正管理要綱及びマニュアルを

改正し、個人情報保護に関する取組を推進した。 

B 

 

  ０ １ ０ ０ １ 

 

《法人評価委員会の指摘事項》 

・内部統制の仕組づくりについ

て 

 19 年度からの運用に向けて、コ

ンプライアンス（倫理法令遵守）推

進体制の素案を作成し、コンプラ

イアンスハンドブックの制作、教職

員全員への配布により周知を図

った。 

 内部監査については、公立大

学法人横浜市立大学内部監査

要綱第 9 条の規定に基づき、平

成 18 年度公立大学法人横浜市

立大学内部監査計画書を策定し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２７  

 

 

 



２８ Ⅷ 予算、収支計画及び資金計画 ＊財務諸表及び決算報告書を参照   

  

Ⅸ 短期借入金の限度額 該当なし   

  

Ⅹ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 該当なし   

  

ⅩⅠ 剰余金の使途 該当無し   

  

＊自己評価に対する理由を簡単に記述してください。 
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